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食品製造業をめぐる情勢

令和７年４月
新事業・食品産業部 食品製造課
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１．食品製造業の概況



個人出荷

食品卸経由

卸売市場経由

１-１. 食品製造業のフードチェーンにおける位置付け

出典；農林水産省「令和2年農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表」等を基に試算。
本資料は年次や対象等が異なる複数の統計、調査等を組み合わせて作成したものであり、金額等が整合しない点がある。

○ 我が国の食品市場は、国内生産の9.6兆円を含め、10.9兆円の食用農林水産物に食品製造業（35.4兆
円）等が付加価値をつけ、最終消費76.1兆円の市場を形成。
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１-２. 食品製造業の企業数、雇用、売上高（他産業との比較）

食品製造業と他産業との比較（企業数、売上高（2022年度）、常時従事者数（2020年度））
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○ 食品製造業は、全産業に対して、企業数で1.2%（製造業の10.0%）、売上高で2.1％（同8.4％）、常
時従業者数で2.1％（同14.7％）を占める。

企業数
（社）

売上高
（億円）

常用雇用者数
（人）

全産業 1,976,061 100% 18,130,714 100% 55,168,640 100%

製造業 241,661 12.2% 4,538,466 25.0% 8,072,185 14.6%

食品製造業 24,245 1.2%
(10.0%) 382,562 2.1%

(8.4%) 1,185,142 2.1%
(14.7%)

資料１：企業数、売上高は、総務省・経済産業省「2023年経済構造実態調査（産業横断調査）」
（対象：個人を除く）

資料２：常用雇用者数は、総務省・経済産業省「令和3年経済センサス-活動調査」
注：売上高は、製造品以外の商品等販売額や役務の提供による売上高等を含む

（参考）製造業のうち、工業分野の主要な業種について、全産業に対する割合は以下のとおり。
① 金属製品製造業（産業中分類で企業数第1位）
企業数1.7%（製造業の13.8%）、売上高1.1%（同4.3%）、常用雇用者数1.1%（同7.7%）

② 輸送用機械器具製造業（産業中分類で売上高第1位）
企業数0.6%（製造業の4.7%）、売上高4.5%（同18.0%）、常用雇用者数1.9%（同13.2%）

※製造業のうち、産業中分類で常用雇用者数第1位は食品製造業

※（）内は製造業に対する割合
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１-３. 食品製造業の国内生産額（他産業との比較）

出典：農林水産省「令和5年 農業・食料関連産業の経済計算（概算）」、「令和６年度農林水産業ひと口メモ」を基に農水省作成

○ 2023年の食品産業の国内生産額は105.8兆円。一定の市場規模を有する我が国における重要産業。（全
経済活動の約9％、農林漁業の国内生産額13.3兆円の約8倍。）

■国内生産額（2013、2023年）

全経済活動
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国内生産額

電子部品・デバイス 17.3兆円

金属製品 13.8兆円

パルプ・紙・紙加工品 8.2兆円

窯業・土石製品 7.0兆円

（他産業の国内生産額）

国内生産額

製造業 358.2兆円

卸・小売業 130.0兆円

不動産業 80.5兆円

専門・科学技術、
業務支援サービス業 73.9兆円

（＋15.6兆円）
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１-４. 食品製造業の事業所数、従業者数、製品出荷額の推移
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○食品製造業の事業所数は減少傾向にある一方、従業者数は増加傾向。
○製造品出荷額は、増加傾向で推移。

資料：2012年～2014年、2016年～2019年のデータは、経済産業省「工業統計表」のうち「産業別統計表」
 2015年、2020年のデータは、総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」のうち「産業別集計」
 2021年以降のデータは、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」のうち「産業別統計表データ」

注１：2012年～2020年は、従業員４人以上の事業所が対象
注２：2021年以降は、売上高（製造品出荷額等）を上位から累積し、総額の9割を達成する範囲に含まれる事業所を対象とし、

その報告等を基に全体を推計した値

■ 食品製造業の事業所数・従業者数 ■ 食品製造業の製造品出荷額
（千人）（十億円）（事業所）
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１-５. 食品製造業の経営規模
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○食品製造業は、中小企業及び零細企業が97.6%を占めている（製造業全体でも、中小企業及び零細企業が
全体の約98%）。

○その一方で、食品製造業における規模別の製造品出荷額については、全体の７割を中小企業が占めている（製
造業全体では、大企業の占める割合が約53%で最大）。

■ 食料品製造業の規模別構造（2023年６月時点）

資料：総務省・経済産業省「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）のうち「産業別統計表データ」
注１： 本資料において、零細企業は事業所の従業者数が19人以下、中小企業は事業所の従業者数が20以上299人以下、大企業は事業所の
従業者数が300人以上と整理。
注２：グラフ内の割合については、小数点第２位以下を四捨五入。

■ 食料品製造業の規模別の製造品出荷額（2023年６月時点）
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○食品製造業の有効求人倍率は、全産業平均に比べて高い水準で推移。
○地域的に見ると、食品製造業の有効求人倍率は、都市部より地方の方が高い傾向。

■ 都道府県別有効求人倍率

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」（令和５年度）
注：令和６年10月～12月の値である
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■ 有効求人倍率の推移

近年は全産業平均の
２倍以上の値で推移

1-6.食品製造業の有効求人倍率
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○製造や盛付け等、人手を要する工程が多い中で、他産業と比較して労働生産性が低い水準。
○業種別に見ると、弁当、惣菜、めん類、パン・菓子製造業において、特に労働生産性が低い。

■ 食品製造業の労働生産性（業種別）■ 食品製造業の労働生産性

（万円）
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資料：経済産業省「2024年企業活動基本調査確報－2023年度実績－」を基に農林水産省作成
注１：労働生産性：従業員一人あたりの年間付加価値額（万円）
注２：「食料品製造業」における付加価値額を常時従業者数で除したもの（万円/人）。

資料：経済産業省「2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査（産業別統計表データ） ー2022年実績ー」
※弁当等製造業は「すし・弁当・調理パン等製造業」を指す。

1-7.食品製造業における労働生産性の現状
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１-8. 国産農林水産物の最大の仕向け先、地域経済で重要な役割
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○国産農林水産物の仕向先の約６割が食品製造業であり、食品製造業における原材料（農林水産物・加工食
品）のうち約７割は国産農林水産物となっている。

○我が国食品製造業は国内の農林水産業と深く結びつき、９道県で製造業トップの産出額。

■ 製造品出荷額における食料品の占める構成比が１位
の都道府県（令和４年）

都道府県
金 額
（億円）

１ 位 ２ 位 ３ 位
産業 構成比 産業 構成比 産業 構成比

全国 3,617,749 輸送 19.5 化学 9.5 食品 8.8

沖縄 4,743 食料 38.9 飲料 13.9 土石 11.8
北海道 66,413 食料 35.9 石油 13.1 鉄鋼 8.0
鹿児島 24,147 食料 32.4 飲料 20.8 電子 12.6
青森 17,791 食料 24.5 非鉄 13.0 電子 11.8
宮崎 18,310 食料 22.9 電子 11.5 化学 10.7

佐賀 22,944 食料 18.5 電子 12.2 輸送 9.4

高知 6,473 食料 15.6生産機 13.1 土石 11.9

奈良 19,623 食料 13.2 プラ 9.7 輸送 9.6
宮城 54,829 食料 13.1 電子 12.9生産機 12.8
資料：総務省・経済産業省「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」

■ 国産農林水産物の用途別仕向割合

参考：農林水産省「令和2年（2020年）農林漁業及び関連産業を中心とした産
業連関表」
注：（ ）内は兆円
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■ 食品製造業の加工原材料調達割合（国産・輸入）


